
  ○大府市多面的機能支払交付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、農業及び農村の有する多面的機能の維持及び発揮を図るための地域

の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進するため、予算の範囲

内において交付する大府市多面的機能支払交付金（以下「交付金」という。）に関し、

多面的機能支払交付金実施要綱（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５４号。以下

「実施要綱」という。）、多面的機能支払交付金実施要領（平成２６年４月１日付け２５

農振第２２５５号。以下「実施要領」という。）及び大府市補助金等交付規則（昭和４６

年大府市規則第７号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （交付対象） 

第２条 交付金の交付の対象となるものは、市長から事業計画の認定を受けた実施要綱別

紙１第２の２並びに別紙２第２の１及び２に規定する活動組織（以下「活動組織」とい

う。）とする。 

 （交付金の種類及び交付対象経費） 

第３条 交付金の種類及び交付金の交付の対象となる経費は、別表第１のとおりとし、活

動組織の事業計画が認定された年度の４月１日以降に実施した活動に係る経費を対象

とする。 

（交付金の額） 

第４条 交付金の額は、別表第２に規定する交付単価に実施要綱別紙１第３及び別紙２第

３に規定する対象農用地の面積を乗じて得た額の合計とする。 

（交付申請） 

第５条 交付金の交付を申請しようとする活動組織は、大府市多面的機能支払交付金交付

申請書（第１号様式）に必要な書類を添えて、市長が定める期日までに提出しなければ

ならない。 

（交付決定） 

第６条 市長は、前条に規定する交付申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当

と認めたときは、交付金の交付を決定する。 

２ 市長は、交付金の交付を決定したときは、大府市多面的機能支払交付金交付決定通知

書（第２号様式）により通知するものとする。 

（交付金額の変更） 

第７条 活動組織は、交付決定通知を受けた後において、事業計画の変更等により交付金

の額を変更する必要があるときは、直ちに大府市多面的機能支払交付金変更交付申請書

（第３号様式）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前条に規定する変更交付申請書を受理した場合は、その内容を審査し、交付

金の額を変更することを決定したときは、大府市多面的機能支払交付金変更交付決定通

知書（第４号様式）により通知するものとする。 

（前金払の請求） 

第８条 活動組織は、交付金の前金払を受けようとするときは、大府市多面的機能支払交



付金前払請求書（第５号様式）により市長に請求するものとする。 

（実施状況の報告） 

第９条 活動組織は、大府市多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書（第６号様式）

に必要な書類を添えて、市長が定める期日までに提出しなければならない。 

（活動の廃止） 

第１０条 活動組織は、交付金の対象となる活動を廃止しようとする場合においては、大

府市多面的機能支払交付金に係る活動廃止届出書（第７号様式）に必要な書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（交付金の返還） 

第１１条 市長は、実施要綱に定める交付金の返還事由が生じた場合、又は前条に規定す

る活動の廃止があった場合は、速やかに活動組織に対して交付金を返還させるものとし、

大府市多面的機能支払交付金に係る返還通知書（第８号様式）により通知するものとす

る。 

２ 市長から前項の通知を受けた活動組織は、速やかに大府市多面的機能支払交付金の返

還方法に係る届出書（第９号様式）を提出するものとする。 

３ 市長は、前項に規定する届出書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認める

ときは、大府市多面的機能支払交付金の返還方法に係る承諾書（第１０号様式）により

通知するものとする。 

４ 前項の通知を受けた活動組織は、市長が定める期日までに交付金を返還するものとす

る。 

（交付金の清算） 

第１２条 市長は、実施要領第１の１２（１）又は第２の１３（１）に規定する清算に係

る交付金の返還が生じた時は、大府市多面的機能支払交付金の清算に係る通知書（第１１

号様式）により通知するものとする。 

２ 市長から前項の通知を受けた活動組織は、大府市多面的機能支払交付金に係る清算報

告書（第１２号様式）を市長に提出し、市長が定める期日までに交付金を返還するもの

とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月２１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和２年８月１１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  



別表第１（第３条関係） 

交付金 交付対象経費 

農地維持支払交付金 実施要綱別紙１第４に規定する農地維持支

活動に係る経費 

資源向上支払交付金（共同活動） 実施要綱別紙２の第４の１に規定する地域

資源の質的向上を図る共同活動に係る経費 

資源向上支払交付金（施設の長寿命

化のための活動） 

実施要綱別紙２の第４の２に規定する施設

の長寿命化のための活動に係る経費 

 

 

別表第２（第４条関係） 

交付金 地目 １０アール当たりの交付単価 

農地維持支払交付金 

田 ３,０００円 

畑 ２,０００円 

草地 ２５０円 

資源向上支払交付金（共

同活動） 

１００％単価 

田 
２,４００円 

（２,０００円（※２）） 

畑 
１,４４０円 

（１,２００円） 

草地 
２４０円 

（２００円） 

７５％単価 

（※１） 

田 
１,８００円 

（１,５００円） 

畑 
１,０８０円 

（９００円） 

草地 
１８０円 

（１５０円） 

資源向上支払交付金（施設の長寿命化の

ための活動） 

田 ４,４００円 

畑 ２,０００円 

草地 ４００円 

【資源向上支払交付金（共同活動）の交付単価について】 

（※１）農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成２４年４月６日付け２３農振第２３４２

号農林水産事務次官依命通知）に規定する農地・水保全管理支払の共同活動を５

年間以上実施した対象農用地並びに実施要綱別紙２の第４の１に規定する地域資

源の質的向上を図る共同活動及び実施要綱別紙２の第４の２に規定する施設の長

寿命化のための活動に取り組む対象農用地については、交付単価に０.７５を乗じ

た単価とする。 

（※２）実施要綱別紙２の第４の１に規定する地域資源の質的向上を図る共同活動におけ

る多面的機能の増進を図る活動に取り組まない場合には、交付単価に５/６を乗じ

た括弧内の単価とする。 


